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は じ め に








1)P.ハ ン ゾ ンは,ソ 連 の 消 費 水 準 につ い て 実 証 分 析 を 行 い、1964-6s年の 水 準 が イ ギIJスの水
準 の2分 の1程 度 で あ る こ と,消 費水 準 の遅 れ の原 因が 伝 統 的 な 重 工 業優 先 政 策 にあ る こ とを 述
べ て い る.G.シ ュ レー ダー は,購 買 力 平価 に も とづ い て,第 二次 大 戦 後 の ソ連 の消 費 水 準 を,
ア メ リカ を は じめ とす る西 側 諸 国 の そ れ と比 較 して い る。1976年に お け る ソ連 の 消 費 水準 は ア メ
リカ の約3分 の1,フ ラ ン ス,西 ドイ ツの 約2分 の1,イ ギ リ ス の2分 の1強,日 本 の 約3分 の
2,イ タ リア の約4分 の3で あ り,ハ ンガ リー の消 費水 準 は ソ連 の水 準 を約10分の1上 回 っ て い
る とさ れ る.K.ブ ッシ ュは,同 様 の 計 算 を労 働 表 示 で 行 い,1979の モ ス ク ワ の消 費水 準 を ワ
シ ン トン,.ミ」.ンヘ ンの約30%,パ リの40%強,ロ ン ドン の約 半 分 と して い る。D.レ ・一ンは,
主 に1960年代 以 降 にお け る ソ連 の 消 費 水 準 の推 移 を ソ連 社 会 の展 開(工 業 化,都 市 化)に 伴 う消
費 者 の 意 識 の 変 化 との 関 わ りで と ら え て い る。P.ハ ン ソ ン,金 田 良 治 訳 『ソ連 の消 費 水準 』 ミ
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.また,体 制転換後のロシアにおける経済混乱,国 民の生活水準の低下,経 済
主体の特異な行動様式のをうけて,ソ 連社会主義体制における経済主体の問題
が重視され始めている3}.例えば,消 費は経済 シ.ステムにおいて,労働者統轄切
の一.手段 として積極的に位置づけられている。指導者が 自らの理想 とする体制
運営の方向に労働者を統轄 し,政治的安定を達成す るための手段は歴史的に変
化 してきた。革命当初は労働者の精神的高揚 にもとつ く自発性に委ねられた。
共産主義的土曜労働,ス タハーノブ運動などの社会主義的競争が例 として挙げ
られよう。スターリン期には,チ ロルによる抑圧がある程度その役割を果た し










2)レ ン トシ ー キ ン ゲ行 動 の 強 ま り,未 払 い ・バ ー ター の横 行,闇 経 済 の 比 率 の 高 さな ど.溝 端 佐
登 史 「ロ シア の 市 場経 済 化 と経 済 主 体 の 取 引 行 動 」 『立 命飽 経 済 学 」 第48巻 第3号,1999年8月
参照 、




4)労 働 者 統 轄 に 関 して は,塩 川 伸 明 「「社 会 主義 国 家」 と労働 者 階 級 一 ソ ヴ ェ ト企 業 に お け る
労 働 者統 轄1929-1933年一 」 岩 波 書 店,1984年お よ び 同 「ス ター リ ン体 制 と労 働 者 統 合 」(「ソ
ヴ ェ ト社 会 政 策 史 研 究」 東 京 大 学 出版 会,ユ991年),第 九章 を 参照 。
5)消 費財 の生 産 ・流 通 をめ ぐる 政 府 の 意 図 を 反映 す る経 済 政 策 を こ こで は 消 費 政 策 と呼 ぶ こ とに
す る,





本章で は,消 費領域が経 済システムの 中で どのように位置づけ られ るか を確
認 しよう。
第1に,消 費はその財 の使用 目的に したが って,以一ト'の3つに分類 され る。
①衣食住 に代表され る基本的な物 的.消費財 の私的 な消費,② 社会保 障や教育 に
代表 され る.公共的な消費,③ 芸術や文化 に代表 され る知的な欲求を充足す るた
めの消費(私 的 ・公 共的性格)で ある。本稿の 目的 はソ連の労働 者の 日常生活
における消費生活様 式を検討 することで あるため,分 析の中心を基本 的な物的
消費財の私的な消費および公 共消 費に置 き,知 的欲求充足のための消 費は除外
す ることにす る。
第2に,物 的消費財 の供給 に関わ る経済主体 として,生 産者(農 場,消 費財
生産企業),消 費者,両 者 を媒 介す るもの として の流通業 者,さ らに,全 過程
を統制す る国家,が 考 え られ る。 第1図 はソ連 にお ける消費財 の供給経路 の概
略 を図示.した ものである。 ソ連 における主要 な消費財の供給経路 は,国 家計画
に もとづいて生産者(国 営企業,国 営 ・協同組合農場〉が生産 した消 費財が,
国営 商業(主 に都市)・協 同組合 商業(主 に農村)を 通 じて,消 費者の手 に渡
るとい う経路であった。
しか し,消 費財の生産 ・流通 は計画 にもとづいてなされた ものは:かりで はな
い。生産.面では,副 業経営 に代表 され る私的な経営 があ り,流 通面で は,副 業
経営の産物を市 場価格 で販売す るコルホー ズ市場や,資 本i義 国におけるよ り
は るか に規摸 が大 きい とされ る闇経 済7〕が存在 した。 さ らに,重 要工業部 門
(冶金,石 炭,石 油,ガ ス,林 業,化 学,そ の他)お よび運輸 ・建設企 業の内

















Oro。甜6泓eH朋企 業内労働者用購買部)や,工 業 中心地や都市 か ら離れた非鉄
金 属 採 掘 地 に お け る 労 働 者 の た め の.食糧 補 給 所 で あ る プ ロ ド.スナ ブ
(npo耳oo田6)も存在 しだ 〕。 オルスや プロ ドスナブは,工 場 や企業が 自 らの従
業員 に対 して,食 品 ・肉 ・非食料消 費財 を,概 ね社会 において入手 しうるよ り
もよ り安価かつ高品質で提供す る,カ フェテ リアお よび商店 として機能 しだ 〕。
第3に,ソ 連において消 費財 の分配 に平等性原則1帥が作用 していたこ とが挙
げ られ る。社会主義の イデオロギーのもと,医 療 ・教 育な どは無料で あ り,制
度上の賃金格差は工業労働者で最大5倍 程度 に抑 え られた。その うえ,必 需品
にたいす る低仙格 政策や,社 会的消費 フ ォン ドか らの各種給付,子 供の多い家
庭や未亡人にたいする国家扶助 などの不平等 是正策が採 られた。
最後に,投 資 と消費の関係 に関 して,ソ 連 の指 導者 は急速 な経済成長のため
には投資の増 大が不可 欠である と考 え,結 果 的にGDPに 占め る消費の比 率 を
低下 させた。実際,GDPに 占める投 資の比率は30%を超 え,た いていの資 本
主義国を上回っていた。 と くに,高 度成長が必 要 とされた時期 に,人 衆の消 費





lD)ここではエ リー トと 般労働者との格差については検討外とする。それは両者の格差を過小評
価するものではなく,労働者間の平等主義がもたらす帰結をより明瞭に示すためである。
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延期 す る(住 宅,商 店,消 費財企業 な どを建設),③ 無視 す る(高 等教育,健
康,環 境 な ど)で あるm。 さらに,高 度成長の後 も,計 画経済 におい ては不足
が生 じた場合 の調整措置 のか たち.で消費(と くに個人消費)に しわ寄 せが行 き
やす い とい う問題E'があ る.ソ 連 の計画編制 は物財バ ランス法に もとづいてお
り,不 足が生 じた場合,供 給 を増加 させ るか需要 を減少 させ るかの どち らかが
考え られる。 しか し,生 産増 による供給増加 は,計 画経済の性質 ヒ,ひ とつの
最終則.の生産 を増加 させ るため に多 くの中間財 の生産計画を変更する必要があ
り,非 現 実的である。 そのため,消 費削減 による需要抑制の形を とらざ るを得
ない。また,消 費のなかで も,と くに個 人消 費が需要抑制の主要 な標的 とな っ
た、,この ように,個 人消 費財部 門は不足調 整のための緩衝部 門 とされた。
この ように,ソ 連経 済システムにおいて消費領域 は社会主義 イデオロギーや
急速 な経 済成長の必 要性 に規定 された ことが分か る。 しか し,こ うした ソ連 に
おける消費の特徴 は どの時代 に も同 じよ うに当てはま るので はな く,各 時期 に
採 られた政策や都市化 な どの変化 に ともない消鐸 生活様式 は変化 した。次章以
下で は,第 二次大戦以後の消費政策 を見 てい くことによって各時期 の消費生活




本章で は,前 章でみた消 費の位置づ けが現実の ソ連社 会において どのよ うに
実現 されたのか を,ソ 通史において計画的管理が もっとも強 く作動 してい た と
され る戦後復興期(第 二次 大戦 後一1953年)において検討 す る。
第二次 大戦 によって重大な損 害を うけた ソ連の戦後 にお ける第一の課題 は平
時経 済へ の再転換 と経済再建であ った。 第四次五 ヶ年計画(1946-50年)の目
標 は,1950年まで に戦前の生産高を超過す る ことで あった。 しか し,こ の時期
11)Komai,J,,丁 励5θfガ"耐&y5己 餌 、P「hlcetonUnive「sityP「e55・1992・p.170.
12)P.R.グ レ ゴ リ ー,R.C.ス チ ュ ア ・一ト,吉 田 靖 彦 訳 『ソ 連 経 済一一 構 造 と展 望.一 〔第$版)』
教 育 社,1987年,179ペ ー ジ 。
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には資 本形成 のための資金 を融資 し供給す る可能性 は限 られていたため,資 金
のほ とん どは,国 の経 済 の もっとも重 要 とみ なされた部 門,す なわ ち重工業
(石炭,電 力,石 油,銑 鉄)と 鉄道輸送 の復興 と発展 に集 中され,消 費財産業
の優先度 は きわめて低 か った13,。しか し,結 果 は,統 計 の水 増 し的な性格 を割
り引 いて も,急 速 な進歩 があ った。計画達成率 は,生 産財128%,消費財95%
と差 はあったが,消 費財 部門において も多 くの分野で1950年には1940年水準を
回復 した。
次 に,農 業政策では,戦 争中い くらか緩 め られていた コルホー ズにたいする
統制が再 開された。 コルホー.ズに対す る中央統制の強化 に関す る種々の決定が
なされユ4,,さらに,政 府 は農産物調達価格 を引 き上 げなかったばか りでな く,
コルホーズに追加 的な負担 まで押 し付 けた1`}。農産物小売価格 は1947年まで急
上昇 したが,調 達価 格はほ とん ど変わ らず,穀 物 ・牛肉 ・豚肉では低 下 しさえ
した「%小 売価 格 は1947年以降低落 し,.ユ950年代の はじめには⊥二芸作物 の価格
が引 き上 げられた⊥7;が,コルホーズ農民の負担は非常に大 きかった。彼 らは私
的付属地 と家畜の おか げでか ろ うじて生 き延び ることがで きた。
さらに,コ ルホーズにたいす る管理機構の再編がなされた。 まず,1950年2
月 に,ズ ヴェ ノー(環)・ システム(6一一10人の農民 の.小グルー プ)か ら,ブ
リガー ダ(班)・ 方式(班 長 の指導 の下,班 員100人に及ぶ よ うな大 規模 な も.
の)へ の変更が なされた。仕事 と土地の過度 の細分化が大規模機械化の実行を
13)1945-50年のE業 投 資 の87.9%が生 産 財 に,12.1%が軽 工 業 ・食 品.1:業に向 け られ た.A .ノー
プ,石 井 親 衛 ・奥 田 央 ・村E範 明他 訳.rソ連 経 済 史 」 岩 波 書 店 、1982年,351ペー ジ参 照 。
14)1946年9月19日 「コル ホ ー ズ に お け る農 業 ア ル テ リ定 款 の 違 反 の...一掃 に 関 す る 方 策 につ い て」.
同 年IO月H8「 コ ル ホー ズ 問 題 会議 に つ い て 」,1947年2月 「戦 後 期 に お け る 農 業 の 成 長 の 方 策
につ い て」。Pom㎜na即 皿 旺叩囲 匿e題』㏄凹 瓜,■oδ血CT_MBO叩ocaM(以 下,Po皿o皿 π....},
191767,..3,amp.336,349,381およ び ノー プ,同 上 書,358-359ペー ジ参照 。
15)コ ル ホー ズ は調 達 省 か ら種 ∫・を獲 得 で き な くな り,自 分 自身 で 種 子 の 予 備 を確 保 す る こ とに
な った(⊥947年7月28目,1950年6月29日 の 決 定)。 コ.ルホ ー ズ税 の引 き トげ 〔1948年8月IIH
の 決 定〉。 投 資 の た め よ り多 くの額 を備 蓄 してお か ね ば な らな くな った(1952年2月16円 の 決定)。
PemeH肌』..,1917-67rom3,CTP.630およ び ノー プ,前 掲 書,360ペ ー ジ参 照 。
16)小 売 価 格 は1928年を100として王947年に2045まで 上 昇 した 。.ノー プ .前 掲 書,361ペ ー ジ.
17)ノ ー プ,前 掲 書 ,362ペー ジ。
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妨 げていたこと,同 一家族 メンバーの可能性が高い小 グルー プにおいて,割 当
て地 に私有 の感情 を もつ こ.とを懸念 しての ことであ った'の。 さ らに,コ ルホー
ズの合併指令が 出され だ9}。ロシアの北半分では コルホー ズの平均規模が余 り
に小 さ く,牧 草輪作 方式 を導入で きなか った ことと,統 制が不十分だ った こと
が原因であ った2%
こうした政策 はス ター リンの晩年 まで続 いた。 ユ953年,農民 にたいす る最後
の締 め付 げ1}がなされた。 しか し,コ ルホー.ズ貝 は こうした集権的措置 に対 し,
家 畜の屠殺 とい うか たちで 自立的抵抗 を行 った ことも同時 に注 目され よう2%
最後 に,物 価 と賃金 についてみてい こう。1945年か ら1949年まで,費 用が上
昇 し,基 本 的1.:業製品 の卸売価格 が抑 え られ,多 額 の助 成金 が支払わ れた。
1944年に導 入された二重価 格制度 には,低 い配給価格 とそれ よ りず っと高 く自
由市 場価 格に近 い,配 給外 販売価格 があ った2%配 給外 販売価 格 は引 き下 げ
られたが,二 重価 格制度 は1945年も続い た。1946年9月に,配 給価格 の大幅 な
引 き上 げと配給外販売価格 の引 き..Fげ(牛肉90ルー ブル(】945年は140),砂糖
70ルー ブ ル 〔同ユ50))が発表 され た鍍,。消費用工業製品 に も同様 の傾 向が あっ
た。 こう した配給 品価格 の騰貴 を相殺す るために,低 所得 者に 「パ ン補給」賃
金割 り増 しがな され た2%1947年12月14日に通貨 改革 と同時 に配給 制 も終了
18).ノー プ..前掲 書,367ペ ー ジ。
19)1950年5月30日 の 決 定 。Po田e厘凪且、...,1917-67To版亀oTp.614.1950年1月に は25万あ った も
のが1950年の末 に は半 減 し,1952年ま で に9万7000に な った 。 ノ ー プ,前 掲 書,367ペ ー ジ参 照 。
20).ノー プ,前 掲 書,367ペ ー ジ参 照 口
21)私 的付 属 地 にた い す る農 業 税 は 通 常 よ り早 く支払 うよ う に と い う要 求 が な され た 。
221小 コ ル ホ ー ズ を大 き くす る事 業 に 随伴 して起 こっ た(コ ル ホ ー ズ.貝によ る〕 家 畜 の 屠殺 に 対抗
す る た め のい くつ か の 方 策 が1950年7月31日に採 られ て い る。 ノ脇町ブ,前 掲 書,368ペ ー ジ参 照.
23>1944年7月 の牛 肉 の 配 給 価 格 は キ ロ当 た り14ルー ブ ル.配 給 外 販 売 価 格 は320ルー ブ ル,非 常
に希 少 な砂 糖 は 配給 で は5.5ルー ブ ル,配 給 外 販 売価 格 で は750ルー ブ ルで あ っ自 。 ノー プ,前 掲
書,370ペ ー ジ参 照 。
24>1946年に 多 重価 格 制 を な くし,配 給 を廃 止 す る こ とが 企 図 さ れ た が,こ の年 の乏 しい収 穫 のた
め 不 可 能 とな り,1946年8月28日 に配 給 の 廃 止 は 喜年 聞 延 期 す る と発表 され た,.ノー プ,前 掲 書 ,
371ベー ジ参 照 。
25)低 所 得 者膚 に は月110)レー ブル.中 層 労 働 者 に は 月90ルー ブ ルが 与 え られ,月900ル ー ブ ル以 上
を 得 て い る 人 々 に は全 く与 え られ なか った 、 ノー プ,前 掲 書,371ペ ー ジ参 照 、
弼 〔58)第Ifis巻 第1.号
7〕,そ の後,1948年か ら1954年まで物価 は春 ご とに引 き下 げ られ た。ユ950年
3月まで に,小 売価格は1947年の最後 の四半期 と比べて,平 均40%引 き下 げら
れ た。賃金 も1950年には1947年の16%増で年7668ルー ブ ルとな った。
このよ うに,こ の時期 には,一 方で過度 の中央集権的決定,私 的耕作へ の統
制 の強 ま りがみ られ,他 方で配給制 は崩れ,自 由.市場価 格を容認 した二重価格
制度が存在 した。 しか も,集 権 的措置 は抵抗 な く実施 されたわけではな く,コ
ルホーズの 自立 した反応 がみ られ,農 民 にたいす る締め付 けば統制 の弛み を示
唆 してい る。戦後復 興期 とい う国家統制の強い時期 とはいえ,あ る程度 の供給
者 の自立的行動が検 出される、,
IIIフル シチ ョフ ・ブレジネフ期 にお ける消費政策 の展 開
本章では,前 章でみた戦後復興期 の消費生活様式 がその後 どのよ うに変化 し
た のか をみ るため,フ ル シチ ョフ(1953-1964年〉・ブ レジネフ(.1964一ユ982
年)期 に採 られた消 費政策 の展 開を確認す る。 ここでは,両 時期 に採 られた消
費政策 を,① 消費則'生産計画,② 消費財生産 にたいす る管理 ・統制,③ 消費財
の供給経路,④ 消費財小売価格 ・所得 に分 けて検討す る。
1消 費 財 生 産 計画
フ ル シ チ ョ フ 期 以 降,そ れ ま で 生 産 財 生 産 に 比 べ 優 先 度 の 点 で 劣 っ て い た 消
費 財 生 産(農 業 を 含 む)の 優 先 度 が 高 ま っ た 。 こ れ は 農 業 の 重 視 に 顕 著 に み ら
れ る 。1953年8月 の マ レ ン コ フ に よ る 農 業 政 策 助,1954年か ら の フ ル シ チ ョ フ
に よ る 農 業 改 革:政策28},1965年3月の ブ レ ジ.ネフ に よ る 農 業 政 策"}な ど が あ げ
26)個人所有現 金は1:10の比率で交換され,小 売価格は全般的に17%切り下げ られた。 ノー プ,
前掲吉,372ペー ジ参照。
27).農業税の引 き下げ,調 達価格の引 き ヒげ により農業政 策の根本 的転換 を図 った.ノ ープ,前 掲
書,393ペー ジ参照.
28>処女地 ・休 耕地の開拓,飼 料用の トウモロコシ栽培,化 学肥料 の利用 などが 目指 された。1954
年3月2日,1954'81113Hの決定αPemeH瑚_..1917-67Tom4,c'rp.89,125参照.
29)フル シチ ョフによるキャ ンペー ンの行 き過 ぎを批判 しながら も,基 本的政策 は継続す るとい う
ものであった。P日m1[HR、、..,1917-67*a.5,GTP.606参照D
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られ よう。 こうした政策 は,農 業生 産の増大 を播種面積の拡大 とい う外延的発
展 に よって達 成 しよ うと した もので あ る。 しか し,結 果 は,七 ヶ年 計 画期
(1958～65年)に14%増(計画 は70%増),第八次丑 力年計画期(1966-70年)
に21.2%増(計画 は25%増),以後3%増(1971-75年),6.8%増(1976-80
年)と いったよ うに低 成長 が続 いた。
次 に,五 カ年計 画(第 五次 一第十次〉 にお ける工業生産計画における消費財
生産 の位 置づ けを確認 してお こう。第五次五 カ年計画期 〔1950-55年)には大
幅 に計画(65%増)を 超過達成(76%増)し た ものの,以 後成長率 は年 々低 ド
し,第.1.次五 カ年計画期(1975-80年)には28%増 〔計 画は31%増)で あった。
しか し,第 九次五 カ年計画期(1970-75年)には じめてわずか なが ら消費財生
産計 画(48,6%増)が生産財生産計画(46,3%増)を上回ったことに示 され る
ように,生 産財生産 に対 し消費財生産の優 先度が上回ったことがみ てとれ る。
消 費財生産(計 画)の 変化は品 目構成に も見 出される。主 に1960年代 末以降,
耐久消.費財 を中心 とした消 費財 の生 産が促進 され る3%こ の ことは,基 本的消
費財 の供給量があ る程 度の成長を遂 げたあと,国 民 は先進資本主義 国の消費財
に匹敵す る消費財への欲求を高めるよ うにな り,こ の ような国民の消 費欲求 を
無視 レた ままでは体制を維持 で きないことを党指導部が認識 していた ことを示
してい る。
もっとも,計 画の達 成度 とい う点で は,ユ965年以降計 画 目標 を引 き下 げた に
もかかわ らず,計 画の未達成が続い た.集 権的計 画において消費部 門は緩衝部
門であ り続けた と考 えられ る。
30)ソ 連 に お け る カ ラー テ レ ビの発 展 に閲 す る方 策 につ い て(1968午7月23目),家 庭 用 冷 蔵 庫 生
産 の今 後 の発 展 と技 術 水 準 の 上 昇 につ い て(19695月12日),電 話 網 の 発 展 促 進 に関 す る方 策
.につ い て(1976年8月2日),日 常 生 活 用 の エ ア コ ンの 技術 サ ー ビ ス,.修理.販 売 の 組 織 化 の改





1953一一54年のフル シチ ョフの農業政策において,コ ルホーズが そのメ ンバー
に任務 を遂行 させ るため の権限が強め られた。また,1956年3月には義務 とし
てなされねばならない集団作業の最低水準 を中央が決定す る とい う原則 は完全
に廃止 されだD。 また,1955年3月に コルホーズの政策決定 の権 限を拡 大す る
ことが決定 され た。以後,計 画は生産ではな く納入義務分 を指定す ることにな
り,播 種面積 や家斎 数の拡大は コルホーズが決定すべ き事柄 にな った3㌔ しか
し,実 際には主 と して地方党機関を経 由 したLか らのさまざまな規制が続 いた。
コルホーズ内部への監視 は,コ ルホーズ議長 として信頼 にた る党員 を都 市か ら
.農村へ送 りこもうとす る1958年3月か らのキ ャンペ ー ンによって強化 された。
1958年には,機 械 トラクター ステー ション.(Ha田HO.TpaK四p且朋CTaH暉H)が
廃.IFされコルホーズに払 い下げ られだ 帥。 しか し,こ れ は,コ ルホーズの管理
能力不足のため失敗 に終わる。
また,1957年か らコルホーズのソフホーズへ の:転化謝,コ ルホーズの合 同が
なされ,こ れ はブレジネフ期 において も基本的 に継続 された。 よ り多 くの コル
ホーズをソフホー ズへ転化 させ る ことが 目指 され,ソ フホー ズは ソ連 の全耕地
の半分以上 を占めるようになった靴,農 産物生産増大 を目指 した コルホー.ズの
自治拡大 とそれ に対 する.ヒか らの統制が同時 に行 われた ことが,こ こに確認 さ
れ る。
(2>非 農 産 物
フルシチ ョフ期前半 は,消 費則'生産が急増 した時期 であ った。 しか し,1960
31)1956年3月6日 の決 定 己Pe田e皿π....,.1917-67njv4,0Tp290.
32)ノ ー プ,前 掲 書,404ペ ー ジ。
33)1958年Z月26日,3月31Hの 決 定 。Pe皿e叩罰,.、,,1917-67m.Md,amp.392,
34)1950年代 末 に お け る最 初 の コ ル ホ ー ズ 合 同 の 波 の の ち,コ ル ホー ズ は12万5000存在 した が,
1958年に は6万9100に,そ れ 以 後 も減少 し続 け た。
35)1978年時 点 で,ユ ルホ ー.ズ26700,ソフホ ー ズ20500,総播 種 面 積 に 占 め るそ れ ぞ れ の 割 合 は,
コ ル ホ ー ズ44.2彫,ソ フホ ー ズ51.2%であ っ た.
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年頃から成 長率 は低下 し始め,不 良消費財(主 に繊維製品)の 滞貨問題が重大
化 した。 こうした状況 を受 けて,1962-65年にか けてさまざまな改革実験 がな
される。例 えば,軽 工業実験 は,工 場 が従来 のよ うに数量的産出 目標 を割 り当
て られ るのでは な く,選 ばれ た小 売店か ら直接 生産注 文 を受 け,.生産 を行 う
(消費 者の需 要 に合 わ ない ものは計画達 成 とはみ な され な い)と い うもので
あった3㌔ こうした実験 は一応成功 したが,1965年経 済改革 に包摂 され た。
1965年改革37)では,生 産統制面で さまざまな変化 があ った。まず,義 務指標
の数が従 来の3⑪個 か ら,8個 に削減.された。次 に,成 功指標が総生産高,原 価
か ら生産物販 売高 と利潤(量 と率)に 変わ った。さ らに利潤 の うち企業の内部
留保 を増 や し,3つ の フォンド(物 的奨励,社 会文化 ・住宅建設,生 産発展)
が作 られた。企業 に自主性 を与 え,利 潤にたいす る経済的刺激 を強め ることで,
生産効率 を上昇 させ よ うとい うね らいであ った。消費財工業 も段階的 に新制度
に移 され た。
改革直後3年 間 ほどは改革 下の企業 の.利潤 は未転換の もの よ りはるかに急速
に上 昇 した。 しか し,成 功指標 としての利潤 の重要性 に大 きな変化 はなかっ
た謝。企業長が利潤 の利用 にあ る程度 の自由裁量 の余地 を もつ場合,企 業長 は
原料供 給の契約を禁止 された り,ボ ーナスに対す る集権 的な規 制が強化 された
りとい った他 の制約 が制定 された鋤か らであ る。
その後 も改革 は続 け られたが,義 務指標数の変化(.1971年11個,1979年17個,
1983年13個)にみ られ るよ うに,改 革は.一貫性 のない.ものであ った。特 に1970
年代 に入 り,企 業の刺激基金の大 きさを抑 制 した り,そ の分配 にたいす る厳格










このように,消 費財生産にたいす る統制政策 は,経 済改 革によ る分権化 とそ
の後の再集権化 を繰 り返す不安定 な もので あったといえ よう。
騒 消費財の供給経路
1953～54年の農業改革 において私 的付属 地に対 する政 策転換 がなされ4D,さ
らに1958年1月1日か ら私的付属 地はあ らゆる強制的納.入義務 を免除された。
しか し,同 時 に1956年には私的部 門の.発展 にたいす る抑 圧の徴候 もみ られ る。
すなわち1956年8月27日にコルホー ズの.メンバ ー以外の全都市居住 者が所有す
る家畜 は課税 され,同 日農民 は自分 の家畜 を飼 育す るため国営商 業でパ ンや
ジャガイモや他の食料品を買 うことを きび し く禁 じられた42〕。1958年以 後事態
は一層 深刻 にな った。家畜飼料が優先 的に コルホーズ とソフホー ズの家畜 に配
分されたため,私 的部 門で は飼料が不足 した。牧草 にた いす る権利 は制限 され
た。税 は,家 畜数が制 限を越 えた ところに対 して課税 された(課 税強化)。そ
の結果,私 有の牛の頭数 は,コ ルホーズ とソフホーズの牛が急速 に増大 したの
とは逆 に,1959-64年まで の間に14%減少 した娼)。
ブ レジネフ期 には,フ ルシチ ョフ期の私 的な家畜保有 にたいす る制限 につい
て批判が なされ,個 人副業経営 にたいす る規制 の除去④,さ らに正式 な公認45}
が なされ,そ の後は奨励輔 された。 しか し,副 業経営 の発展 とともに,そ の重
大 な欠点が指摘 されるよ うになった。すなわち,雇 われ労働者 の増加,そ の誘
因のための賃金上昇であった。 こうした状 況は平等 主義 と相容れ ない ものであ
り,賃 金 ・価格面での統制47}とい う反応が現れた。
41)租 税(農 業 税.資 産税)が 大 幅 に削 減(1954年は52年か ら比 較 して税960%低 下}さ れ.家 畜
の保 有 や 特 定 穀 物 の 栽培 か ら理 論 上 生 ず る と想 定 さ れ る収 入 に課 税 す る こ と は な くな り,租 税 は
地 域 別 に差 別 化 さ れ,付 属 地 の面 積 に課 せ られ た 。 ノー プ,雨 掲 書,398ペ ー ジ。
42)ノ ー プ,前 掲 書,408ペー ジ。
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第3表 比 較 可 能 な 品 の 流 通 割 合 〔%}
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このよ うに,農 産物 の供給 に関 して,コ ルホー ズ ・ソフホーズ といったソ連
の基本的生産経営 以外 に個 人副業経営が容認 された。 この ことは計 画が捕捉 し
ている供給経 路の枠組 みを周辺 に広 げるこ とを意味す る。 しか し,そ れ らは無
制限 に成長で きたわけで はな く,税 ・賃金 ・価格統制が作動 していた.
また,基 本 的消 費財 の消費者への配分経路 も多様化 した。一般 に商業機関 は,
国営商業,協 同組 合商業,コ ルホー ズ市場に分け られる。 第1～3表 はそれぞ
れの商品販売額 の割合 を示 した ものである。 とくに第3表 か ら,コ ルホー ズ市
場 の割合 は197⑪年代以降ほぼ10%前後の横 ばいで推移 してい ることが分か る。
＼。叩.505参照。その他,グ ルジアの農民 は,ロ シアの都市における高い自由市場価格 につ けこん
で共和 国の境 界を こえて果物や野菜 をもち出す ことをおさえられていた。 ノープ,前 掲書,451
ペー ジ.
64(64) 第168t第正号.
第4表 経営形態別 ソ連の農業生(総 生産に占める%)
年
コ ル ホ ー ズ お よ び
コ ル ホ ー ズ間 組 織
ソフホーズおよび
他の国営企業 私的部門
肉 1965 30 30 40
1975 33 35 31
1983 30 41 29
牛乳 1965 35 26 40
1975 39 30 31.
1983 41 34 25
卵 ユ965 13 20 67
1975 11 49 39
1983 .7 63 30
出所=グレゴリー スチ.ユアート『ソ連経済一 構造と展望一(第3版)』
教育社,1987年,285ベージ。
ここか ら,少 な くともコルホーズ市場 は国営商業な どか らの供給 を補完す る役
割 を もっていた ことが分 かる。 しか し,第4表 では,肉 ・牛乳 ・卵 の生産割合
が,年 とともに低下 して きてはいるものの,30%前 後を占めている ことが分か
る。 この ように,消 費財 の種類 によっては,大 規模経営 に適 さない財 につ いて,
コルホー ズ市場 か らの供給 は単 に国営商業か らの供給 を補完す る以上 の役割 を
もっていた ことが確認 され る。
また,オ ルスやプロ ドスナブは,197⑪年代半 ばで,2300以上(1964年は2000
弱)存 在 し,そ の商 品取 引高 は国営 商業 の約4分 の.1,全小 売 販 売 の15%
(1976年)を占めてい た4%オ ルスは大企 業 な どの優 良企業 を中心 に存在 した
が,す べての企業 に存在 したわ けではな く,存 在 した場合で もそ の優 劣が消 費
財 の配分格差 に大 き く影響 した。 オルス 自体 も時 とともに変化 してい る。1932
年に作 られてか ら,国 家か ら計画的に配分 され る財 の供給だ けで な く,自 らの
企 業の枠 内で副業経営 を行い,自 ら追加 的な財 を供給す るよ うになった。




フルシチ ョフ期 に賃 金構造 は混乱 してお り,各 省 ごとに異なる賃金表が あっ
た、,1955年5月24日に労働賃金問題国家委員会が設立され,賃 金構造 の体系的
再調整がなされた。賃金格差 は,1956年9月8日 の法令に もとづ き,農 村部で
270ルー ブ ルに対 し都 市部で月300ルー ブ ルの最低賃 金の導入 によ り縮小 された。
同時 に,と くに高い給料 に対 抗す るい くつか の措置 を とつだ%そ の他,年 金
額の改.善をは じめ,.低所得者層が主に利益 を得 た。
ブ レジネフ期 には,1965年に改正賃金率 がサー ビスセクターの大部分で実施
され るな ど,賃 金率が全国的に普及 し.た。さらに,賃 金 ・年金の最低額の上昇
が行わ れた5。:。第5表 か ら,年 とともに賃金が急速 に上昇 してい ること,部 門
間 ・部門内賃金格差 が縮 まって きていることが確認 され る。
次 に第6表 か ら消 費財 の国家小売価格指数の変化 を確認 してお こう。1980年
の時点で,一 部 の商 品を除い て,1960年と比較 して,ほ とん ど変化 してL・ない
ことが確認 されよ う。
ここか ら,公 定価格 での商 品 ・サー ビ.スの量 と個 人所 得 との間に不均衡 が
あ った ことが分か る、,これ は,個 人所 得の上昇 と消 費財 ・サ ービスの水準 との
格差,預 金高 の急増,食 料品の公 定価 格 と自由.市場仙格 との開 き(1965年37%,
1970年54,5%,1975年77%,1978年100%)によって示される。
このように,賃 金 上昇 と平等主義 に もとつ く必需品の低価 格 との問に不均衡
が見 られ る、 この ことは,.方 で低価格で の基本的消費財 の入手が ロ∫能 になっ
たことを意味す るとともに,他 方で消費者 は消費財 の.人手 に行列 をは じめ とす
るさまざまな不便 を強い られ たこ とを示 してい る。
49)例 え ば,大 学 教 授 の 基 本 給 が 月6000から50DOルー ブ ル へ低 下 した.ノ ー プ,前 掲 書,418ペ ー
ジ[
50)例 えば,1964年12月25日に ほ,最 低 賃 金 をf〕40-45ルー ブ ル まで 上 昇 させ る決 定 が な さ れ た.
1964年12月H31には,身 体 障 害 者 お よ び そ の 家 族 へ の年 金最 低 額 が ,等 級 ご とに 月5〔}およ び騙
ル ー ブ ル な どへ の 上 昇 が 決 定 さ れ た 。Pc血D肥H_,,1917-67TOM5,。TP.552,553参照,
66(66) 第168巻 第1号
第5表 ソ連 賃 金統 計(月 平 均)(単 位ルーブル,格 差の項 以外)
1940年 1960年 1970年 1980年1986年
全国民経済 33.1 80.6 122.0 168.9195.6
鉱工業全労働者 ・職員 34.1 91.6 133.3 185.42ユ5.7
労 働 者(al) 32.4 89.9 130.6 185.5216.4
技 術 職 員(h,) 69.6 135.7 178.0 212.5239.〔}
職 員 36.0 73.8 III.6 145.8172.2
一...
格 篶(al/bl) 0.46 0.66 0.73 0.87 0.91
..
農業全平均 23.3 55.2 101.0 149.2 192.0
ソ フ ホー ズ 労働 者 ・職 員平 均. 22.0 53.8 100.9 149.2 ユ94.0
労 働 者(a2) 20.7 51.9 98.5 148.5 189.3
技 術 職 員(62) 50.4 115.5 164.3 185.5 266.9
職 員 31.1 65.7 95.6 122.8 197.1
格 差(a2/62) 0.41 0.45 0.60 0.80 〔}.7】
建設部門金平均 36.3 93.0 149.9 202.3 244.6
建設 ・据え付け 34.0 92.4 153.0204.5 247.1
労 働 者 〔a3) 31.1 89.2 148.5 207.9 253.2
技 術 職 員(63) 75.3 139.9 200.0 212.9 247.1
職 員 45.8 90.3 136.8 148.0179.3
格 差(a3/63) 0.41 0.63 0.74 0.97 1.02
商 業 ・.公共 レス トラ ン. 25.0 58.9 95.1 ↓38.2 152.9
食料品以外の公共サービス 26.1 57.7 94.5 133.2 149.3
出 所=lla凶双脚oXo3舶GTBoCCGP3a7(}πeT,OTP、431.
5消 費政策の帰結
本章では,フ ルシチ ョフ ・ブ レジネフ期 ソ連の消費政 策の展 開をみ てきた。
前 章でみた中央統制 の強か った戦後復 興期 に対 し,フ ルシチ ョフ期以 降統制の
緩和,分 権化へ と消費政策が転換 した こと,し か し,あ る程度分権化が進 むと
再度集権的措置 が採 られ た こと.が確認で きた。 この ように,消 費政策 は一貫性
のない不安 定な ものであ った とい えよう。
消費政策転換 の背景 として,消 費者の相対的 な地位の高ま り,経 済成長 の鈍
ソ連社 会主義 と消費生活様式 〔6ア)67
第6表 消 費 財 め 国 家小 売 価 格 指 数0940年 を,00とした時の指数)
1960年 1970年 1980年 1986年
金 商 品 139 139 143 153
一..
食 料 品 .147 152 157 179
牛 肉 ・鶏 肉 ll8 152 155 156
魚 ・に し ん 131 120 125 122
動 物 油 116 148 148 148
植 物 油 ⊥32 132 132 132
砂 糖 ユ84 2,169 169 ]69
菓 子 類 ユ77 .169 176 ]76
塩 116 117 ユ17 117
パ ン 類 1ユ1 111 III 111
小 麦 粉 113 112 1ユ2 1ユ2
豆 類 126 122 122 122
マ カ ロ ニ 類 114 1回 .114 114
ジ ャ ガ イ モ 115 132 135 140
野 菜 154 181 205 220
アル コ ー ル飲 料 258 262 270 429
非食料品 130 124 127 128.■
綿 製 品 176 170 170 }69
毛 織 物 173 156 .156 16⑪
綿 製 品 161 126 128 120
衣 服 ・ ド 着 166 150 150 147
メ リ ヤ ス 製 品 169 167 154 145
ス ト ッ キ ン グ ・ ソ ッ ク ス 111 93 90 80
靴 類 163 163 163 160
ゴ ム 靴 173 169 167 165
小 間 物 123 121 121 118
タ バ コ 類 110 III 111 141
マ ッ チ. 163 163 163 163
文 房 具 103 95 81 81
腕 時 計 51 36 37 35
自 転 車(原付) 80 76 73 71















前章までの消費政策の検討を通 じ,第 二次大戦後 ソ連の消費.生活様式 の特徴
として以 下の点が推定 され る。
第1に,フ ルシチ ョフ期以降の消費者 の地位 向上,.弛緩 と引 き締めを繰 り返
す不 安定 な消費政策 をうけて,消 費者 は相対 的な行動 の自由 を獲得 した。労働
者 を体制 に統轄す る必要.ヒ,指導者 は消 費生活 における相対 的 な自由を許容 し,
逆 に消 費 者 は相 対 的 な行 動 の 自 由 と引 き換 え に体 制 に 組 み 込 ま れ た
(incorporated)と考 え られ る。U.レ ー ンが,労 働 者 に冠す る雇 用の保障,生
活水 準 の上昇 が ソ連社 会 の安 定 を もた ら し,体 制 へ の忠 誠心(loyalty)の危
機 は存在 しなか った'Dとしてい るのは,こ のよ うな背景か ら理解 すべ きで ある。
第2に,賃 金格差が相対 的に平等 であ り,社 会的消費 フ ォン ドか ら無料 の医
療 ・教育 ・年金等 の社会保 障を うけ とり,基 本的消費財 を低価格 で入手 しえた








低下させ,副 次的経済に時間 ・エネルギーをつぎ込 ませた。
第3に,時 期を追 って,国家計画によって捕捉された領域か ら闇経済,コ ル
ホーズ市場,オ ルスといった国家が捕捉 し得ない領域へ消費財の供給経路が
移ってい くのをうけて,消費生活様式にも国家計画からの乖離がみられた。国
家が理想 として掲げた平等主義的生活様式に対 し,.労で,平 等主義にもとづ
き,他方で,格 差づけを求めるという二面性のある生活様式が存.在した。これ





















ン期 ソ連における労働.者には,権利 として保障されたものではな く,単に政策
の不貫徹の結果ではあるが,「ある種の 『自由』」があ り,それが労働者の体制
















52)塩 川,前 掲 論 文,1991年参 照 。
謝 同..ヒ,371ページ,
54)同 上,372ペー ジ 。
